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図 7　 東日本大震災（2011）２カ月後の南相馬市 図 8 　2014年８月の広島市水害空中写真
図 9  人間とのかかわりの中の自然の諸相（災害の受
容と克服の二項対立図式）
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　図 10は東日本大震災の時の津波の浸
水域の図だが、奥州街道や浜街道は浸水
していない。街道ができた時に、このよ
うな津波の浸水域も考慮されている。歴
史的な形で残っているローカル知が重要
である。地名のところに問題が集約され
ている。広島の八木地区は、元は「八木
蛇落地悪谷（やぎじゃらくじあしだに）」
という地名であった。蛇という名が付く
地名は、水の蛇行を意味しており、水害
が多いところだというのは昔からいわれ
ているところだ。この名称は住んでいる
人もいやだと思うようで、ここは「八木
上楽地芦谷」という名前に変わり、ついには「八木三丁目」になった。地域名にしても、そこで
伝えられているようなものも、今はどんどんなくなっている。
　災害に対し、コミュニティでどう対応したかということは重要な問題である。東日本大震災の
際、陸前高田市の長洞地区ではすぐに高台に避難して、この集落の人たちのほとんどが助かった。
興味深いのは、避難した人がお米か何かを持ち寄って、人数と 30で割り、それを少しずつ食べ
ていったということだ。30という数字にももちろん意味があって、1カ月経てば助けは来るだ
ろう、ということである。また、2014年の長野県北部で起きた震度 6弱の地震では、住宅 54
戸が半倒壊したが、死者はゼロであった。この際に言われたのが、ここは元より豪雪地帯で、雪
かきなどで人々が助け合う状態にあった。だから誰がどこにいるかということがわかっていたと
いうことで、実際に救助が来た際にはすでに住民同士が助け合っていたのである。
　日本には、このように、ある程度はこのような地域が今でも残っているが、全般的には人間は
災害に対して、能力を失ってしまっている。結局、守られれば守られるほど人間はそういう能力
を失っていくので、そこをどうしていくかということが、防災に対する今の問題になっている。
　したがって、環境倫理ではこういう「恵み」も「禍ひ」も統合的に捉える必要があると考える。
「恵み」ということに関していえば、経済的に評価可能なものだけが考えられていたが、ある意
味では畏敬の念を抱かせるもの、あるいは自然リスクを回避するもの、または精神的豊かさを含
めた「恵み」と考えると、自然資源の利用と、安全性の確保や自然保護とは矛盾しないというこ
とになる。これを包括的福利と呼んでいる。
　その一方で、こういうものを享受する
ためにはある種のリスクをどこかで受け
なければいけない。災害を受ける覚悟と、
凌ぐということが重要である。図 11では、
凌災や減災のあり方が示されている。南
三陸歌津伊里前での漁師さんの話で「深い
な」と思ったのは、地震が起こった時、皆
がバラバラに逃げなければいけない。で
もそのためには「お互いに信頼感がないと
逃げられない」と言っていたことである。
図 10 　東日本大震災（2011）津波の浸水域と街道
図 11 　人間とのかかわりの中の自然の諸相（凌災・減災）
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そこの家族のお父さんはすぐに船を出したが、助かった船はその家だけであった。それまでの経
験からも、その時に船を出せば助かるとわかっていた。またその家には息子さんもいて、彼が家
族をきちんと逃がすというような信頼関係があった。「津波てんでんこ」はその信頼関係があって、
初めて成立する。そのような信頼関係も含めた人々の助け合いや「絆」が必要かと思われる。災
害時の中にあって、今の社会的な関係性や精神的な価値というものが見直される必要があるだろ
うということだ。
　「自然の他者性」を前提とした時に何が重要なのかというと、それは「不確実性」である。科学
技術が根源的に不確実だということはきちんと考えなければならない。最近では、科学論の中で
も科学の不確実性ということが中心的な主題になっていた。それは、人間は、自然に対してどう
いうふうに対応するかということと関係している。基本的には構造的に不確実性がある。私たち
が科学的な営みをして、何かを知ろうとした時にも、ある種の枠組みがないと探究そのものがで
きない。そのフレーミングが変われば中身も当然変わってくる、ただ知識が高まればわかるとい
うことではない。どういう形のフレーミングをするかによって、攪乱要因として捉えるのか、重
要な要素として捉えるのかが定まってくる。さらには、今はさまざまなデータをコンピュータで
集めているが、すべてのデータを堆積していくということは原理的に不可能である。しかも私た
ちがそれを見て判断するとなると、そこでさらに時間がかかる。だから十分なデータが集まって
いないということ以外にも、根源的な不確実性があるわけで、その中で私たちは何らかの意思決
定をしなければいけない。不確実性を前提としてどういう意志決定ができるかということを考え
なければならない。
　その際に三つのやり方が重要である。一つは「順応的管理」で、これは生態系管理で用いられ
る概念である。不確実であるということを前提したマネジメントである。人工物であれば設計図
を描いてそのとおりのやり方をすればいい。しかし生態学については充分な知識がないからそれ
ができない。では何もしないのかというとそうではなくて、とりあえずやってみて様子を見る。
これがadaptive management（順応的管理）ということである。そしてやったものを監視して
結果的にどうなったのかということを見る。これはadaptive learningともいって、私たちがモ
ニタリングをしながら生態系のあり方を学ぶというやり方でもある。二つ目は、「予防原則」で
ある。科学的に不確実であってもやらなければいけないことはある。何も手を施さないのではな
くて、先制的に対策を考えようという態度である。最後の三つ目の「ローカル・ノレッジ」が重
要である。科学的なものだけではなくて、今まで歴史的に蓄積されてきた知恵をどう考えるかと
いうことである。地域に根づいている知恵を大事にし、地域社会で長く育まれてきたものを評価
することである。さらに言えば、専門家ではないような人たちが集合した場合に、それをどう考
えるかということでもある。「熟議」が重要だといわれているが、コンセンサス会議やシナリオ
ワークショップなど、さまざまなやり方がある。その際、代表性はどう担保されるかということ
がいつも問題になるが、じつは、代表性は担保される必要はない。ここでは、全く専門家でない
人がどういう判断を下すかを見て、それを一つの判断にするということが重要なわけだ。さらに
言えば、専門家が調査するのではなくて地域住民が実際に調査をする。たとえば地元学というも
のもあるし、あるいは参加型調査やふれあい調査というものがある。研究者が調査しても、それ
を地域の人たちが共有するということがなかなかできないので、地域の人たちが調査をするのを
専門家が手伝いながらやる。それは調査をすることだけが目的ではなくて、それによって地域住
民が共有することが重要である。それ以外にもさまざまな手だてが、今考えられている。
　このように考えてきて、そもそも、東日本大震災や原発事故というのは何であったかというこ
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とを考えてみたい。それは、それまではすべてが管理できると思っていたものが、20世紀の終
わりにはどうやらそうではないということがわかってしまった。それまで人間にとって自然とい
うのはまさに「異界」で、そういうかかわりが自然と人間との間にはあった。「自然の他者性」と
いうことはとても重要で、人間にとってわからない、かかわることができない区域があることを
自覚することが求められている。20世紀はそのような「異界」をなくしてきたという問題があっ
て、そういう部分を残しながら、不確実性を前提とした自然との付き合い方というのが、やっと
見えてきた。
　最後に、放射線被ばくの問題を検討したい
（図 12）。現在、原発の再稼働が前提でさまざ
まなものが動いている。地殻変動は川内原発の
ことを考えても、火砕流の上に建っているので、
火山学者から言わせるとそこに原発があること
が信じられないようだ。にもかかわらず、きち
んと管理できるという前提で動いている。住民
や私たちがそういう事故の被害、被ばく被害を
どう捉えるかと考えた時に「放射線を浴びても
大丈夫だから」ということで話が展開しつつあ
る。いま、放射線のリスク・コミュニケーショ
ンということがかなり問題になっていて、それがほとんどうまくいっていない。その一方で、帰
還を前提にしたリスク・コミュニケーションというものが昨年の 2月に発表された。これは簡
単にいえば、除染にしても限界があるので、ある程度は放射線が高くても大丈夫だということで
納得させて、早期に帰還させようとする政府の方針である。そして、さまざまな施策が、リス
ク・コミュニケーションという名の下に、展開されている。図 13は飯舘村の例で、『飯舘村「壁
新聞」』には、「100ミリシーベルトまでは安全です」というようなことを言い、さらに踏み込ん
で、では「なんで私たちは避難したんですか ?」ということの回答をしている。当初から、文科
省は、学校レベルで、20ミリシーベルトを前提として動いてきた。放射線量においてこの数値
が妥当かということを考えると、多くの人が疑問をもっている。しかし、これは数値だけの問題
ではないということが重要である。
　今はどちらかというと、「一般の人が科学的な知識がないから、正しい放射線の知識を与える
ことによって不安を取り除く」という形の「リスク・コミュニケーション」が行われている。し
かし、リスク認知の議論も含めて、これはど
のくらい安全か
という問題では
ない。たばこの
ガンのリスクと、
交通事故のリス
クと、放射線の
リスクを一直線
に並べて比べら
れるはずがない。
個人がどう生き
図 12 人間とのかかわりの中の自然の諸相（放射線
被曝の管理）
図 13　飯舘村「壁新聞」
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るか、どういう社会的な条件の中に生きているかという全体の中で考えられなければならない。
これがいまだに一元的な形で施策が展開されている。その意味で、復興における、問題のフレー
ミングの展開が必要になってきている。また、30年、100年、300年という長期的な時間のス
パンで、土地利用計画や、住民の帰還等の問題を考える必要があり、また、時間の経過の中で揺
れ動く、個人の人生の時間軸を配慮する必要もある。そのようなことも視野に入れて、リスクの
多元性を考えていくことが重要である。被災者の人が人生の中での選択のあり方を考えたいと思
い、「本当のことを知りたい」と言うのに対して、専門家の人が、専門家の判断を押しつけるよ
うな形で、「大丈夫ですよ」と答えてしまう。そこにズレが生じる。そのズレは何かということ
を突き詰める必要がある。住民が知りたいのは専門家の人が正しいと思うという判断を知りたい
のではなく、自分で判断できるような知識を得て、自分で決めたいのである。
　たとえば、南相馬市に結果的に帰還して暮らしている女性がいる。避難していたが、そこで子
どもが喋らなくなってしまったこともあり、南相馬市はホールボディカウンターでの健康的な検
診に関しては比較的整っていることもあり、それなりに納得して戻ってきた。しかし、納得して
いるから本人はいいと思っているかというと、そんなに簡単なことではない。納得してもすぐに
不安がよぎる。子どもたちは方々を歩き回る。それを「ダメだ」と言いたいが、そうすると遊ば
なくなってしまうので言えない。どの頃合いで声をかけるべきかと思案しながら不安になる。そ
の不安を口に出すと、「じゃあ、どこかへ行ったら」と言われる。そういう状況に置かれている
ことを、全体として捉えることが重要である。
　放射線のリスクの問題というのは、実際にこれが危険なのか安全なのか、どういう基準なのか
というよりは、それぞれの人たちが生活の中で、そのリスクと向き合いながらどう生きていくか
というところにどう寄り添うのかということが問題なのである。これは、医学生理学的にガンが
できるか、できないかというところの問題ではなくて、そもそもそういうリスク対して、絶えず
不安をよぎらせながら、その不安を語ることもできないということが、今の被害の実態としてあ
ることをどう捉えるかということである。健康や被害というものを、そういうところから考えな
ければいけない。政策的な取り組みとそこにズレがあるということが重大である。
　現在、政府を中心として、行政は、除染してリスコミをして帰還して復興という枠組みでやっ
ているが、戻る人も避難する人も含めて、どうやってこれをトータルにサポートするかというこ
とが必要である。それがされていないのが現状である。なぜそうなるのかというと、放射線に関
しては管理できる、そしてそこから安全か危険かということで決められると考えられているから
である。しかし、放射線については不確実性があることは事実である。その不確実性を保留して、
寺田寅彦が言ったように「正当に怖れること」
が大事である。「不確実性をマネジメントする」
ということが重要であり、それは、「自然の他
者性」としっかり向き合うことである。確定的
な言説で安心するのではなくて、不確実性と共
に生きられるあり方をどうサポートできるかが
大事なのである（図 14）。この問題は、最終的
には、多様な思い、多様な選択、多様な未来を
お互いに認め合う形を実現するために、いかに
協働するのかということが基本にならなければ
ならない。健康管理システムに関しては行政が
図 14 人間とのかかわりの中の自然の諸相（自然の
他者性と不確実性のマネジメント）
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責任をもって継続的に行う。原発被害とは何かを改めて再考する。不安も含めた精神的被害、地
域社会の分断も含めて「被害」と考える視点の必要性を認識する。住み、暮らし、生活を立てる
ためのすべての「もの」が奪われたことを再認識する。それに対する経済的補償はできなくとも、
社会的、政治的にそれに代わるものを構築する責任があるということであり、「ふるさと」の再
発見と再生、再創造、空間を超えた新たなコミュニティのあり方を構想していくことが求められ
ている。
　最後に、全体をまとめると、里山的な自然においても、それを人間がつくりこむということで
はなくて、自然の他者性を含めた形でかかわることがあって、これは災害も同じであるというこ
とである。この「自然の他者性」や、不確実性をどうやってマネジメントしながら、社会が、あ
るいは個人が生きていくかというのがこれから重要になってくる。
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